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香港本選で弁論を闘わせる参加者（2011年3月）

日 程

会　　　場

主催：赤十字国際委員会（ICRC）、国際法学生交流会議(ILSEC)、学校法人日本赤十字学園

後援：外務省、日本弁護士連合会、日本赤十字社

対　　　象

参 加 費

2011年12月3日（土）

日本赤十字看護大学 広尾キャンパス

日本国内の大学に在籍する大学生および大学院生（博士課程を除く）

4名1チーム（1大学1チームまで、大学混合チーム可）

無料（聴講可能、要事前申し込み）

英語使用言語

国際人道法(IHL)模擬裁判大会
国内予選 参加者募集

受付期間 9月1日（木）-10月1日（土）

Japanese Red Cross Academy

優勝チームは2012年3月（予定）に香港で
行われる本選に、日本代表として出場し
ます。（旅費はICRC負担）

詳細はILSECウェブサイトをご確認ください 



本大会は、ロールプレイング方式を用いることで、国際人道法を机上の学問のみでなく、実践できる法律として学生に認識してもら
うことを目的としています。出場者は提示された架空の問題に基づき、原告チームと被告チームに分かれて議論を交わします。

東京都渋谷区広尾4-1-3　　TEL：03-3409-0875

     JR渋谷駅より都バス（学03）またはJR恵比寿駅より都バス（学06）   
 日本赤十字医療センター行　終点下車
 東京メトロ日比谷線 「広尾」　六本木寄り口下車  徒歩15分

   9月   1日(木) 公式スケジュール・規則・問題発表、チーム登録開始
10月  1日(土) チーム登録締め切り
10月 14日(金) クラリフィケーションに関する質問提出期限
10月 21日(金) クラリフィケーション発表
11月  6日(日) メモリアル提出期限
11月 17日(木) 対戦相手校通知、メモリアル交換
12月  3日(土) 国際人道法模擬裁判大会　国内予選

Vanilia連邦からLosovo地方の分離独立を求めるNomag民主抵抗同盟は、以前よりRizoba市において独立運動やデモを行ってい
た。緊張が高まるにつれて抗議活動は激化し、NDSAの指揮下にあるNSAが2009年2月にRizobaで大規模な攻撃を行った後、民間
人を拘束し殺害した。これらの行為を指揮していたとされるNomag民主抵抗同盟のリーダーであるDavid Dabarの行為は、果たし
てICC規程に違反しているのかどうか。（文中固有名詞は全て架空の名称）

優勝チーム（Best Team）：予選上位2チームで決勝を実施した結果、総合得点が高いチームが優勝となります。2012年3月に香港で 
  予定されている、アジア太平洋地域を対象とした本選に日本代表としての出場資格が与えられます。
最優秀弁論者賞（Best Mooter）：最も優れた弁論を行った個人へ贈られます。

国内予選会場
赤十字看護大学 広尾キャンパス

大会スケジュール

問題概要

大会趣旨

主催者紹介

各賞

大会詳細および問い合わせ先
問題全文、登録方法など大会詳細は下記ILSECウェブサイトよりご確認ください。
http://kokusaiho.aquasky.jp/humanitarianlaw/index.htm
その他お問い合わせはメール ilsec.icrc.2011@gmail.com にて受け付けています。 

国際法学生交流会議（ILSEC)   （http://kokusaiho.aquasky.jp/index.htm)
1990年に設立された、国際法模擬裁判大会の参加校で構成される学生団体。学生間の相互理解を深め、国際社会の平和と調和あ
る発展に貢献することを目的に、国際法模擬裁判大会(Japan Cup等)および国際シンポジウムの企画運営、その他交流活動等を実
施。2011年度は15校が構成校となっている。

学校法人日本赤十字学園 (日本赤十字国際人道研究センター)    (http://www.jrc.ac.jp/)
日本赤十字学園は、全国に６つの看護大学と１つの短期大学を有し、赤十字の理想とする人道の理念に基づいて、看護師や介護福祉
士として、人の生命や健康を守るために力を尽くそうと志す人材を育成している。学園の学術研究拠点として2011年4月、日本赤十字国
際人道研究センターを開設。赤十字が行う人道活動の分析・研究、赤十字と国際人道法に関する研究・普及等を行う。

赤十字国際委員会 (ICRC)  （http://www.jrc.or.jp/ICRC/）
主に紛争地で人道支援を行う国際組織。人道法の推進者/守護者として国際社会から法的権限を与えられ、武力の犠牲となってい
る人々に寄り添う。現在80カ国で活動を展開中。国内では、世界各地における人道危機への注意・関心を喚起しながら、日本政府を
はじめ関係当局に活動への理解と支援を促す。人道法の普及・教育に関しては、日本赤十字社と連携して推進している。
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